
◆掲載内容は、令和5年4月現在のものです。

◆制度が変更・廃止になっている場合もありますので、問合せ先に御確認をお願いします。

給付奨学金(日本学生支援機構)　
申込時期 対象条件

国公立大学等
(自宅通学)

国公立大学等
(自宅外通学)

約３５万円/年(※) 約８０万円/年(※)

私立大学等(自宅通学) 私立大学等(自宅外通学)

約４６万円/年(※) 約９１万円/年(※)

注1:進学先は、国等からの確認を受けた学校に限定。(文科省のホームページにて確認を)
注2:給付奨学金の対象者は、授業料・入学金が減免となります。

第１種奨学金＜無利子貸付＞(日本学生支援機構)　
申込時期 対象条件

国公立大学
(自宅通学)

国公立大学
(自宅外通学)

月額：2万円、3万円、
4.5万円

月額：2万円、3万円、4
万円、5.1万円

私立大学(自宅通学) 私立大学(自宅外通学)
月額：2万円、3万円、
4万円、5.4万円

月額：2万円、3万円、4
万円、5万円、6.4万円

第２種奨学金＜有利子貸付＞(日本学生支援機構)　
申込時期 対象条件

高校3年の
4月下旬～
7月末

①大学・短大・専門
　学校進学者
②平均以上の成績
③家計基準(目安)
　1,100万円以下
＊4人世帯(本人、父母、
　中学生.給与所得)の場合
　

和歌山県大学生等進学支援金＜無利子貸付＞(県)　
申込時期 対象条件

高校3年の
5月中

①4年制大学等進学者
②保護者の住民税(所
　得割)非課税
③5段階評価で3.5以上
④保護者住所が和歌
　山県内
⑤日本学生支援機構
　の奨学金を受給

(最大)
年60万円×4年間
【返還免除】
　大学卒業後、3年間和歌山県内に居住かつ和歌
山県内外で就業した場合は、全額免除

※非課税世帯の場合。非課税に準ずる世帯の場合は減額(満額,2/3,1/3)

貸与金額

高校3年の
4月下旬～
7月末

大学・短大・専門学校進学にあたっての支援策一覧

高校3年の
4月下旬～
7月末

貸与金額
月額:2万円～12万円
(1万円単位で選択)

給付金額

貸与金額

①大学・短大・専門
　学校進学者
②住民税非課税世帯
　及びそれに準ずる世帯
③進学先で学ぶ意欲
　があること

①大学・短大・専門
　学校進学者
②5段階評価で3.5以上③
家計基準(目安)
　747万円以下
＊4人世帯(本人、父母、
　中学生.給与所得)の場合
　

返 還

不 要

返還

必要

返還

必要

卒業後

県内居住

等しない

場合

返還必要



生活福祉資金＜無利子貸付＞(社会福祉協議会)　
申込時期 対象条件

随時

①大学・短大・専門
　学校進学者
②生計中心者がおお
　むね住民税非課税程
　度

和歌山県修学奨励金＜無利子貸付＞(県)　
申込時期 対象条件

高校3年の
10月～11
月中旬

①自宅外から大学・
　短大・専門学校に
　通学
②家計基準(目安)
　747万円以下
＊4人世帯(本人、父母、
　中学生.給与所得)の場合
③保護者住所が和歌山
　県内

母子父子寡婦福祉資金貸付金＜無利子貸付＞(和歌山市・県)
申込時期 対象条件

随時

①大学・短大・専門
　学校進学者
②母子・父子・寡婦
　家庭

進学助成金
一時金:50万円以内(10万円単位)

貸与金額
Ａ　修学資金(月額)
　　国公立大学(自宅通学):7.1万円
　　専門学校(私立・自宅通学):8.9万円
Ｂ　就学支度資金(一時金)
　　国公立大学等(自宅　通学):41万円
　　私　立大学等(自宅外通学):59万円
　※給付型奨学金や授業料・入学金の減
　　免を受けた場合は、金額の減額あり。

貸与金額
Ａ　教育支援費(月額)
　  大学:6.5万円以内
　  短大・専門学校:6万円以内
Ｂ　就学支度費(一時金):50万円以内

貸与金額

制度名 問合せ先

〇給付奨学金

〇第一種奨学金

〇第二種奨学金

在学する学校の奨学金担当窓口

日本学生支援機構奨学金相談センター

電話:(0570)666-301　ナビダイヤル

月～金　午前9時から午後8時まで

※一部携帯電話・アナログ回線、ＩＰ電話

等が使えない場合があります。

その場合は電話:(03)6743-6100

〇和歌山県大学生等進学支援金

〇和歌山県修学奨励金

　(進学助成金)

和歌山県教育庁生涯学習課

電話:(073)441-3728,(073)441-3663

〇生活福祉資金

　(教育支援費等)

和歌山県社会福祉協議会

電話:(073)435-5223

お住まいの市町村の社会福祉協議会

〇母子父子寡婦福祉資金貸付金

和歌山市に居住の方

和歌山市こども家庭課

電話:(073)435-1219

和歌山市以外に居住の方

管轄の振興局健康福祉部又はお住まいの

市福祉事務所若しくは町村役場へ

返還

必要

返還

必要

返還

必要


